
主目的 3 15 4

副目的

款 項 目 大 中

災害援護資金貸付事業

会計区分 事業類型 法定受託系

担当係

事業番号 120

平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート

健康福祉部

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

一般会計 担当課

事務事業名 担当部

根拠法令・個別計画

5

総合計画

分野別計画

予算区分

事業期間

安心して、相談や情報の提供ができる体制を整備する

1

平成１２年度以前

保健福祉

3

～

福祉課

社会福祉係

2

小牧市災害弔慰金の支給等に関する条例

1

平成３０年度以降

地域福祉

◆事業実施内容

災害弔慰金の支給等に関する法律及び災害弔意金の支給等に関する法律施行令に基づ

き、資金の貸付を行う。

償還期間H13.1.31～H23.1.31（うち据置期間３年）、半年賦元利均等償還、年利3％　貸付条

件

・償還期間10年（うち3年据え置き）

・全壊の場合350万円、半壊の場合270万円

・半年賦元利均等償還

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対し、生活の立て直しに資するため、資金の

貸付を行い、生活の立て直しの一助にしていただく。

内容

（手段）

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円 0

0.00

直接経費

無

53

3,553

要要要要

対前年比

その他財源

62

正職員

一般財源

0

費用合計

53

従事者数

9

その他職員

人件費

従事者数

人件費

費

用

0

Ｈ24決算額

00

53

0.00

0

0.01

0.00

0

0.01

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

国・県支出金

53

100.0

53

53

85.4

53 3,553

財

源

6,703.7

00

00

53

Ｈ23決算額

0

0.01

・半年賦元利均等償還

元金償還時に利子補給を行った。

　※２４年度は事業実績なし

◆２５年度直接経費の内訳

 3,500,000円×１件

0.01

0.00

0

62

受益者負担

Ｈ25予算額

（手段）

Ｈ22決算額

3,5000

千円 0その他財源 000



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

平平平平

成成成成

２２２２

４４４４

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

事業実施におけ

る課題

借入者との連携を密にし、適切に償還業務を実施する必要がある。

0

H24

H24

―

件

H25H22

―

―

― ―

0

―

千円

H23

2

120

成果指標名

償還率

活動指標名

貸付金償還処理件数

H22

―

―

865

0

％

100

事業番号

H23

―

865 865

事業の

達成状況

いつ発生するのか分からない災害に備え、貸付を実施できるよう体制を整えた。

※平成24年度分は、貸付なし

―

―

0

―

H25

貸付金残高

平平平平

成成成成

２２２２

５５５５

年年年年

度度度度

のののの

改改改改

善善善善

内内内内

容容容容

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

平平平平

成成成成

２２２２

６６６６

年年年年

度度度度

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

２６年度以降

の改善案

今後発生すると言われている大災害に備え、その場合の市民生活の安定に資するた

め、、これまでどおりの事業実施が必要である。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

自然災害により被害を受けた世帯に対し、生活の立て直しのために支援するもので

あり、市民の生活の安定に資するため、現状維持とする。

判定理由

判　定　理　由

維　持

貸付の対象となる災害がいつ発生するかは予測が出来ないが、いつ発生しても対応

できるよう引き続き体制を整える。貸付金の償還については、適切な指導等により進

捗するよう対応する。

維　持

当該貸付業務は、法律に基づいているものであり、貸付の対象となる災害がいつ発

生するかは予測が出来ないが、災害被災者支援としては必要な業務であり、これまで

どおりの事業実施が必要である。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

方向性の判定

方向性の判定


